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治
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向
け
て

新
た
な
展
開
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要
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・インターネットの利用状況
利用者数 ９，６１０万人、
人口普及率 ７９．１％ （平成
２３年末）
・インターネットインフラ整備
光ファイバー比率 ６２．５％
（平成24年）
・新技術や新サービスの動向
→スマートフォンの急速な普及

・「e-Japan戦略」
→平成13年（2001年）、「５年以
内に世界最先端のＩＴ国家に
なる」という目標

・「e-Japan戦略Ⅱ」
・「IT新改革戦略」
→平成18年（2006年）に「いつで
も、どこでも、だれでもＩＴの
恩恵を実感できる社会の実
現」という目標

・ 「新たな情報通信技術戦略」
→平成22年（2010年）に「国民本
位の電子行政を実現し、国民
の暮らしの質を飛躍的に向上
させる」という目標

ICT(情報通信技術)社会の現況 国の動向

・現在、国が目指している電子自
治体は、平成32年（2020年）まで
に、国民が自宅やオフィス等の行
政窓口以外の場所（オンライン又
は民間との連携も含めてオフライ
ン）において、国民生活に密接に
関係する主要な申請手続きや証
明書の入手を必要に応じ、週７日
24時間ノンストップ・ワンストップで
行えるようにすることを目標として
いる。

国の目標

計画策定の背景

平成１５年度～１９年度
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木
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画
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成
１
４
年
１
０
月
）

ＩCＴのめざましい進展
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）
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ム
稼
働
（
平
成
１
８
年
度
）

セ
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ュ
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テ
ィ
ポ
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定
（
平
成
１
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年
度
）

統
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型
地
理
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シ
ス
テ
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稼
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（
平
成
１
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年
度
）
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子
入
札
の
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（
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成
２
１
年
度
）

簡
易
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子
申
込
シ
ス
テ
ム
の
導
入
（
平
成
２
１
年
度
）

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ
と
の
接
続
（
平
成
１
５
年
度
）

市の取組
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（
平
成
１
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度
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平成２０年度～２４年度



市民が快適さを実感できる市民サービスの向上と、より簡素で効率的、効果的な行財政運営を図るため、電子自治
体の実現に向けて、情報化を推進します。

この計画は、「第４次 茨木市総合計画」にある基本構想、基本計画に示されたまちづくりを実現するための施策
を、情報化の視点からとらえ、「茨木市高度情報化推進基本方針」及び２次にわたる「茨木市高度情報化推進計
画」の理念を継承し、各分野の情報化関連諸施策を調整し体系化したものです。

平成２５年度（２０１３年度）から平成２９年度（２０１７年度）までの５か年とします。

計画の位置づけ

計画の基本的な考え方

計画期間

計画の目標

（１）実感できる市民サービスの向上

市民が、より身近で簡単に利用できる電子行政

サービスや安全・安心のためのシステムの導入を
進めます。さらに、できる限り、時間や場所の制約
のない、ノンストップ、ワンストップでのサービス提
供を目指します。

また、スマートフォンの急速な普及など、新しいＩＣ
Ｔ（情報通信技術）の動向に注視しながら、新たな
市民サービスの向上につながる情報化施策につい
て研究を進めます。

（３）情報基盤整備と既存システムの改善

老朽化した現行の基幹系システムは、度重なる制

度改正等への対応に伴うシステム改修経費と維持要
員の面で課題が多いため、システムの最適化を検討
します。

システムの変更に際しては、制度改正等に柔軟に
対応でき、機器の維持管理コストを縮減できるシステ
ムを導入するだけでなく、現行業務を再点検し、更な
る効率化、高度化を図ります。

（４）新たな制度改正への対応

国においては、社会保障・税に関わる番号（マイナ

ンバー）制度や後期高齢者医療制度・国民健康保険
の見直しなど、多くの制度改正について検討がされ
ています。
これらの制度改正が実施されると、既存システム

の大規模改修が必要となることから、その動向の把
握に努め、基幹系システムの刷新等において二重投
資にならないよう対応します。

（２）行政運営の簡素・効率化

本市では、これまで行政事務の効率化、省力化

及び行政サービスの向上に努め、電子自治体内部
の情報化を推進してきましたが、より一層の情報化
を推進するため、台帳データシステムの構築や、Ｏ
ＳＳ（オープン・ソース・ソフトウェア）の活用を検討し
ます。

●市民の目線に立った情報化
● システム最適化による費用対効果の向上
●業務の改善、コストの削減
●情報セキュリティ対策強化
●社会情勢の変化に対応した情報化

2

取組視点



具体的施策一覧

実感できる市民サービスの向上

行政運営の簡素・効率化

情報基盤整備と
既存システムの改善

新たな制度改正への対応
社会保障・税に関わる番号（マイナンバー）制度
社会保障制度改革

オープン系システムの導入及び更新
基幹系システムの刷新
自治体クラウドの研究
職員の育成と情報リテラシーの向上
セキュリティ対策の強化

職員参集安否確認システムの導入
統合型ＧＩＳ（地理情報システム）の拡充
ＯＳＳ（オープン・ソース・ソフトウェア）の導入
土地台帳・家屋台帳の電子化
滞納整理システムの導入
人事総合情報システムの導入
情報システム調達ガイドラインの策定

被災者支援システムの導入
証明書等コンビニ交付の導入
戸籍副本データ管理システムの導入
レセプト分析システムの導入
救急搬送支援システムの導入
ホームページ、携帯サイトの充実
電子申込システムの拡充
公金収納システムの拡充
各種ＩＴ講習会の実施

情報化推進体制

【庶 務】

企画財政部長

専門部会１ 専門部会２

他の副市長

各部庶務担当課長等

【幹事長】

【幹 事】

【委 員】

【委員長】 【副委員長】

情報システム課
・・・

【庶 務】

情報システム課

幹事会

※幹事会に、特定の事項について
調査、審議させるために設置

茨木市高度情報化推進委員会
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教育長
水道事業管理者
市議会事務局長
会計管理者
消防長
各部長

担当副市長

茨
木
市
高
度
情
報
化
推
進
計
画
（
第
３
次
）

目標 施策

市長



情報化施策の具体的な推進によってめざす将来のイメージ

【問合先】
茨木市企画財政部情報システム課
〒567-8505 大阪府茨木市駅前三丁目８番１３号
TEL 072-620-1607 FAX 072-631-1652
E-mail jyosei@city.ibaraki.lg.jp
http://www.city.ibaraki.osaka.jp/
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